
Ⅰ．はじめに
　少子・高齢化，団塊の世代の定年退職等の情勢
を受け，政府は平成16年に「高齢者の雇用の安
定等に関する法律」を改正し，定年年齢の引き上
げや継続雇用制度の導入による雇用機会の確保，
中高年齢者の再就職援助強化等の処置を講じてい
る 1）．看護界に於いても看護職者の人員確保が喫
緊の課題であるが，少子化により若手看護職の増

大は期待できず，培ったキャリアを活かせる定年
退職後看護職者の人材活用は重要な課題である．
上記のことを踏まえ，我々は，定年退職後看護職
者の人材活用システムの考案を最終目的として，
平成20年より種々の調査をした 2）．
　平成20年度には，特別養護老人ホーム（以下特
養と略す）と介護老人保健施設（以下老健と略す）
の各施設長を対象にし，雇用状況を明らかにした
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要　旨　　本研究の目的は，定年退職後に，特別養護老人ホーム（以下特養と略す）と介護老人保
健施設（以下老健と略す）に就労している看護職者の就業時のストレスや困難，雇用者への要望を明
らかにし，定年をした看護職者を高齢者施設で雇用・増員するための提言の資料とすることである．
無作為抽出により特養300，老健200か所に質問紙を郵送し回答者から郵送で返送してもらい集計を
した．老健から58名（回収率14.5％），特養から42名（回収率14.0%）の回答を得，全員有効回答であっ
た．自由記載の回答を記録単位としカテゴリ化した．
仕事上のストレスや困難なことはカテゴリ化した結果，「勤務条件」，「職員との人間関係」，「看護
師が利用者の医療的判断・実施をしなければならないことへの看護師自身の不安」，「利用者や家族と
の関係」，「制度への意見」を抽出した．雇用者に対する要望は，8つのカテゴリを抽出し，「報酬の
検討」，「看護師の仕事内容の理解と人員確保」，「雇用条件の検討」，「労働環境の整備」，「人格・人権
への配慮」，「勤務の継続延長の願い」，「職員間の軋轢の是正」，「行政への要望」であった．高齢者施
設では今後雇用の促進・増員するためには，看護師の仕事の理解と，勤務条件の改善，医師の不在時
の救急への対応の検討，人格への配慮等の検討の必要性が示唆された．
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3）4）．その結果，定年退職後の看護職者を雇用して
いたのは合計211施設中85施設（40.3％）であり，
61歳～65歳の人が多く，非正規雇用が多いこと，
定年退職前と同条件の報酬施設が多いこと，時給
は1200～ 1400円が多く，夜勤は2割の施設があ
る等の結果が得られた．また，雇用しているメリッ
トは，豊かな経験が活用できる，利用者と話が合
う，即戦力となる等豊かな経験と培った技術・知
識を活用していることがうかがえた．しかし一方
で雇用しているデメリットとして，体力・記憶力・
健康への不安等加齢変化に伴うものも挙げられた．
　平成 21 年度は，定年退職をした後，既に高
齢者施設に於いて就労している看護職者の実態
調査にうつした．これらの実態調査の結果は一
部発表している 5）6）．
　今回は，定年退職後に高齢者施設に就労してい
る看護職者の，就業時におけるストレスや困難，雇
用者に対する要望について明らかにする．現在就労
している看護職者がどのような気持ちで働いてい
るのかを明らかにした調査は見当たらない事から，
この調査結果は定年退職後看護職者が働く時の参
考となるとともに，施設の雇用者が雇用条件を整え
るための参考になる点で意義があると考える．

Ⅱ．研究目的
　定年退職後に特別養護老人ホームと介護老人
保健施設に就労している看護職者の就労時にお
けるストレスや困難，雇用者に対する要望につ
いて明らかにし，施設の管理者が雇用条件を整
えるための提言の資料とする．

Ⅲ．研究方法
　1. 調査対象：WAMNET に登録されている
施設より，都道府県毎に系統的無作為に抽出し
た，老健 200 施設に就業する定年退職後看護職
者 400 名，および特養 300 施設に就業する定年
退職後看護職者 300 名とした．
　2．調査期間：平成 21 年 10 月～ 11 月
　3．調査方法：老健には質問紙を 2部，特養
には 1部同封し，施設長宛てに質問紙を郵送し，
対象者に配布していただき，回答者から直接研
究者に郵送してもらった．

　4．質問内容：対象者属性（性別，年齢，雇
用形態）．仕事上のストレスや困難なこと，雇
用者への要望は自由記載とした．
　5．分析：属性は，統計ソフト SPSS17.0J for 
Windows による単純集計を行った．
次に，自由記載の回答を，1内容を含む記述を
１記録単位とし，個々の記録単位を意味内容の
類似性に基づき分類・命名しカテゴリ化した．
カテゴリの命名は，看護学研究者 3名で一致す
るまで検討した．
　6．用語の定義：定年とは，規則により自動
的に雇用関係が終了することであり，その年齢
は雇用機関により異なる，とした．そのため，
本研究では年齢を設定していない．

Ⅳ．倫理的配慮
　施設長・対象者への依頼文に研究目的，プラ
イバシーの保護，回答の自由性，無記名，デー
タの統計的処理について明記した．また，回答
者の郵送をもって研究参加の同意を得たものと
した．なお，本研究は獨協医科大学生命倫理審
査委員会の承諾を得て行った．

Ⅴ．結果
　回答を得たのは，老健 58名（回収率 14.5％），
特養 42 名（回収率 14.0%）であり，すべて有
効回答であった．分析をするには充分な数では
ないが，就労している看護職の傾向を知ること
ができると考え，回答者を分析対象とした．
1．対象者の属性
性別は､ 特養の男性が 1名の他 99 名が女性で
あった．年齢は老健では 59 歳 1 名（1.7%），60
～ 69 歳が 49 名（84.5％）と最も多く，70 歳以
上は 8 名（13.8%）であり，平均年齢 65.4 歳，
SD± 4.47 であった．特養は 58 ～ 59 歳が 5 名
（12.2％），60 ～ 69 歳が 34 名（81.0%）と最も
多く，70 歳以上が 2 名（4.8%）であり，平均
年齢 63.8 歳，SD± 4.30 であった．雇用形態は，
老健では正規雇用が 31 名（53.4%）と多く，特
養では非正規雇用が 26 名（61.7%）と多かった．
2．仕事上のストレスや困難なこと
　特養・老健を合計して分析をした．合計 103
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記録単位が得られ，5カテゴリと，10 サブカテ
ゴリを抽出した．以下，カテゴリは＜　＞，サ
ブカテゴリは《　》で示す（表１）．
　1つ目のカテゴリは＜勤務条件＞であり，《仕
事量の多さ・職員不足による多忙》30記録単位
と，《夜間待機の苦痛》3記録単位，《報酬への不満》
3記録単位の3つのサブカテゴリが抽出された．
内容は，多忙や処置が多く午前中だけで体力が持
たない（老健），夜勤者1人が30人を見ていて事
故も多く負担（特養）が大きい，昇給が無いなど
があった．2つ目は＜職員との人間関係＞であり，
《介護職者との連携･協働の困難さ》11記録単位，
《職員間の軋轢》11記録単位，《役割遂行と仕事
内容のジレンマ》7記録単位，《学習・教育の機
会が少なく質の向上・維持の困難さ》7記録単位，
《職員の仕事に取り組む姿勢への不満》4記録単
位の5サブカテゴリが抽出された．内容は，老健
では，介護・看護とも定着しにくく，連携をとる
困難さや，業務がマニュアル通りにされず混乱が
多い，拘束問題や業務改善について経営者などの
理解が得られない等であった．特養では，介護者
が役職にあり看護師の意見を聞かないや，看護職
が役職から外されているがあった．3つ目は＜看
護師が利用者の医療的判断・実施をしなければ
ならないことへの看護師自身の不安＞であり，17
記録単位であった．両施設とも，医師の回診が少
ないため，看護師が医療的判断をしなければなら
ないことの不安が多かった．
　4つ目は＜利用者や家族との関係＞であり，
《利用者のケアの拒否》１記録単位，《家族との
関係性の難しさ》7記録単位の 2つのサブカテ
ゴリが抽出された．内容は，認知症の人にケア
が受け入れてもらえない，小さな傷でも家族は
許してくれない等があった．5つ目の＜制度へ
の意見＞は，2記録単位あり，老健では制度上
行える検査や治療に制限がある等であった．
3．雇用者に対する要望
　合計 64記録単位が得られ，8つのカテゴリを
抽出した（表2）．1つ目は＜報酬の検討＞ 18記
録単位であり，特養では自宅待機時の手当てや，
オンコール時の手当てを上げる要望が多かった．
2つ目は＜看護師の仕事内容の理解と人員確保

＞ 16記録単位であり，老健では重症者に対する
看護師数が少ない，草取りや掃除をしなければ
ならない，（特養では）相談員が送迎や入浴介
助をするなどであった．3つ目は＜雇用条件の
検討＞ 6記録単位あり，就業規則が示されない，
突然の解雇通告がある等であった．4つ目は＜
労働環境の整備＞ 6 記録単位あり，休憩室や水
場の整備などの働く環境と，保育施設・男女別
の更衣室の確保等働きやすい環境の希望であっ
た．5つ目は＜勤務の継続延長の願い >で 5記
録単位であり，働けてありがたいや，体の続く
限り働きたい等であった．6つ目は＜人格・人
権への配慮＞ 4 記録単位であり，職員をあいつ
と呼ばないでほしい，人間として扱ってほしい
等であった．7つ目は＜職員間の軋轢の是正＞ 4
記録単位であり，人数が多い時は無責任になる，
パートも場合により遅くまで仕事をするなどで
あった．8つ目は＜行政への要望＞ 3記録単位
であり，定数の引き上げ，研修の要望等であった．

Ⅵ．考察
　既に発表している定年退職後に高齢者施設で
就労している看護職者のデータでは，職場に満
足している人は老健・特養とも回答者の 8割で
あった 5）6）．しかし，その状況の中でもストレ
スの要因や，雇用者への要望の具体的な意見が
明らかになった．
　まず，老健，特養とも人員不足による多忙，人
間関係の難しさ，看護師の仕事の理解への要望，
報酬の低さ等が多い意見であった．その要因の
ひとつは，入所者の重症度に対する配置基準が決
まっているため，重症者が多いと一人の職員の負
担が増し仕事量が増えることが考えられる．ま
た，日本看護協会の調査 7）によると，特養では
オンコールの体制が約6割あり，夜間は自宅待機
であった．本調査結果でも自宅待機の苦痛があり，
高年齢の看護師には厳しい勤務条件といえる．さ
らに，看護職には診療の補助業務を期待されてい
るが，医療への依存度の高い利用者が多いことに
反して，医師が常勤していないため急変時の対応
と，医療面の判断に不安を持っていた．これら，
医師不在の状況での医療判断や戸惑いや不安が，
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ストレスに結びついていると考えられる．した
がって，高齢者施設における急変時を含めた医療
体制の整備を検討する必要性を示唆された．
　次にストレスに職員間の連携･軋轢があった．
施設では生活相談員，介護職員，栄養士，介護
支援専門員，機能訓練指導員など多くの職種と
連携をとり協働で行うことが多い．そのため，
定年後に就職した看護職者は，看護経験は積ん
でいても施設での経験は浅く慣れていないこと
や，職種における業務分担が不明瞭な点等があ
り，連携が難しいと考えられる．これに対しては，
看護職者も他職種と連絡や話し合いを持ち，職
種の特徴を理解する努力が必要であると考える．
　最後に，雇用者への要望の中に倫理的配慮や，
雇用条件の要検討が挙がった．突然の解雇に対
する脅威もあり，雇用者の権威主義的な態度が
伺われ改善が必要と考えられる．
　以上のことから，高齢者施設に就労する看護
職者は，少人数のなか，医療判断を求められ責任
が重く，他職種との連携の難しさの中で孤軍奮闘
している姿が伺える．看護職員の雇用・増員は，
2009年に行った高齢者施設施設長の調査におい
て現在定年退職をした看護職者を採用していない
125の施設でも，将来的に採用の意思のある施設
は約91％であった．このように，雇用の意向はあっ
ても採用が困難であり，働く環境・条件の改善が
行われない場合，今後もマンパワーの充足は難し
いと考えられる．退職後に施設で就労を希望する
看護職は多いことを考えると 8），高齢者施設での
看護職者の人材確保が困難な中，就労している看
護職者の意見を十分検討し，雇用を促進できるよ
うな雇用者への検討事項が示唆された．
Ⅶ．結論
　定年退職後に高齢者施設に就労する看護職者
のうち，老健58名（回収率14.8％），特養42名（回
収率 14.0%）の回答を得た．両施設では 60 歳
̃69 歳の女性が多かった．老健では正規雇用が
31 名（53.4%）と多く，特養では非正規雇用が
26 名（61.7%）と多かった．
　次に自由記載の文章を分析した結果，定年退
職後に高齢者施設で就労している看護職は，加
齢変化の不安を抱えつつも，少ない人員の中，

重い責任を感じながら，責務を遂行している姿
がうかがえた．
　そして，高齢者施設で今後雇用の促進・増員
するためには，看護師の仕事の理解と，雇用条
件の改善，報酬の検討，医師の不在時の救急へ
の対応の検討，人格への配慮等の検討の必要性
が示唆された．
　　本研究の限界として，分析するには充分な
回答数とは言えない点である．今後は，十分な
数の確保をし，信頼性を高め，多くの看護職者
の意見をまとめることが必要であろう．
　本研究は平成 20 年度文部科学省研究費補助
金基盤（Ｃ：20592511）の助成を受けて行った．
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